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格
差
と
貧
困
を
な
く
す
課
題
が
大
き
な
焦
点
と
な
る
な
か
、
真
下
紀
子

議
員
ら
日
本
共
産
党
道
議
団
は
６
月
15
日
、
北
海
道
労
働
局
を
訪
れ
、
北

海
道
の
最
低
賃
金
額
の
大
幅
引
き
上
げ
を
求
め
ま
し
た
。
道
労
働
局
労
働

基
準
部
の
松
坂
伸
雄
賃
金
室
長
が
応
対
し
ま
し
た
。 

 

道
は
、
稼
げ
る
漁
業
を
掲
げ
、
輸

出
拡
大
戦
略
を
示
し
て
い
ま
す
。
し

か
し
、
漁
業
生
産
は
１
０
０
万
ト
ン

を
大
き
く
割
っ
て
、
昨
年
は
87
万
ト

ン
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
の
が
現
状
で

す
。
同
時
に
、
漁
業
へ
の
新
規
就
業

者
数
も
減
少
し
て
い
ま
す
。
真
下
議

員
は
、
６
月
19
日
、
水
産
林
務
委
員

会
で
漁
業
就
業
者
の
確
保
対
策
の
促

進
を
求
め
ま
し
た
。 

 

道
は
、
２
０
０
１
年
度
か
ら
新
規

漁
業
就
業
者
に
関
す
る
調
査
を
行

い
、
２
０
０
７
年
は
１
９
５
人
、
毎

年
約
２
０
０
人
程
度
で
推
移
し
て
い

ま
す
。
漁
業
従
事
者
は
総
数
で
、
08

年
の
３
万
３
５
６
８
人
か
ら
、
13
年

の
２
万
９
６
５
２
人
へ
と
減
少
に
歯

止
め
が
か
か
っ
て
い
ま
せ
ん
。 

 

道
は
、
13
年
３
月
に
北
海
道
水
産

業
・
漁
村
振
興
推
進
計
画
を
策
定

し
、
毎
年
２
５
０
人
の
新
規
就
業
者

を
目
標
に
据
え
、
22
年
に
目
標
を
達

成
す
る
こ
と
に
し
て
い
ま
す
。
道
立

漁
業
研
究
所
で
の
研
修
、
漁
業
就
業

支
援
マ
ッ
チ
ン
グ
フ
ェ
ア
を
８
年
で

23
回
開
催
し
、
長
期
研
修
も
実
施
。

フ
ェ
ア
を
通
じ
、
長
期
研
修
を
終
了

し
た
61
人
の
う
ち
、
32
人
が
就
業

し
て
い
ま
す
。 

 

就
業
に
至
ら
な
か
っ
た
方
へ
の
聞

き
取
り
調
査
で
は
、
生
活
を
維
持
で

き
る
収
入
の
確
保
、
漁
船
や
養
殖
施

設
取
得
の
資
金
面
で
の
、
労
働
時
間

や
住
宅
の
確
保
な
ど
が
課
題
と
な
っ

て
い
ま
し
た
。
そ
の
た
め
、
今
年

度
、
昆
布
養
殖
の
共
同
経
営
を
つ
う

じ
て
、
モ
デ
ル
事
業
に
と
り
く
ん
で

い
ま
す
。 

 

幡
宮
輝
雄
水
産
政
務
部
長
は
、
道

内
普
通
高
校
へ
の
出
前
授
業
や
都
内

で
の
農
林
漁
業
ウ
イ
ー
ク
を
開
催

し
、
幅
広
い
漁
業
就
業
者
確
保
に
と

り
く
む
と
答
え
ま
し
た
。 

 

北
海
道
の
最
低
賃
金
は
、
前
年
か

ら
22
円
増
の
時
給
７
８
６
円
で
す
。

１
日
８
時
間
働
い
て
も
月
13
万
８
０

０
０
円
。
道
労
連
の
調
査
で
は
、
独

身
男
性
の
最
低
生
計
費
は
月
22
万
５

０
０
０
円
で
、
現
在
の
最
低
賃
金
額

は
、
こ
れ
を
大
幅
に
下
回
っ
て
い
ま

す
。 

 

非
正
規
が
４
割
の
北
海
道
で
最
低

生
計
費
に
満
た
な
い
賃
金
で
は
暮
ら

し
て
い
け
ま
せ
ん
。 

 

東
京
の
最
低
賃
金
額
９
３
２
円
と

 

真
下
議
員
は
、
①
最
低
賃
金
を
早

急
に
１
０
０
０
円
以
上
に
引
き
上

げ
、
１
５
０
０
円
を
め
ざ
す
、
②
全

国
一
律
の
最
低
賃
金
制
度
に
す
る
、

③
中
小
企
業
へ
の
賃
金
助
成
、
事
業

主
負
担
の
軽
減
な
ど
の
支
援
を
行
う

等
、
実
効
あ
る
対
策
を
と
る
と
と
も

に
、
地
域
間
格
差
を
是
正
す
る
制
度

へ
転
換
を
求
め
ま
し
た
。 

 

松
坂
室
長
は
、
７
月
末
に
中
央
審

議
会
の
目
安
が
出
る
と
述
べ
、
「
道

地
方
審
議
会
で
10
月
１
日
の
政
府
に

向
け
て
審
議
中
で
あ
り
、
要
望
は
審

議
会
に
伝
え
ま
す
」
と
答
え
ま
し

た
。 

比
較
す
る
と
、
北
海
道
は
１
４
６
円

も
少
な
く
、
東
京
都
と
の
格
差
も
全

国
平
均
８
２
３
円
と
の
格
差
も
年
々

拡
大
し
て
い
ま
す
。 

 第２回定例会が開会した20日、道議会議長・副議長
選挙が行われ、議長に大谷亨氏、副議長に勝部賢志氏
が就任しました。22日には、後期の委員会所属が以下
の通りに決まりました。◎は副委員長です 
       （常任委員会）  （特別委員会） 
 真下紀子議員   経 済     食と観光 
 菊地葉子議員   文 教   ◎産炭・エネルギー 
 宮川 潤 議員  ◎水産林務    少子・介護 
 佐野弘美議員   保健福祉    人口減少 
  

道議会 後期の委員会所属 



 

６
月
８
日
、
道
議
会
産
炭
地
域
振
興
・

エ
ネ
ル
ギ
ー
特
別
委
員
会
の
副
委
員
長
と

し
て
、
経
産
大
臣
と
道
内
選
出
国
会
議
員

へ
、
炭
鉱
の
研
修
事
業
と
バ
イ
オ
マ
ス
混

焼
火
発
へ
の
支
援
を
要
請
し
ま
し
た
。 

 

釧
路
コ
ー
ル
マ
イ
ン
株
式
会
社
で
は
ベ

ト
ナ
ム
・
中
国
・
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
か
ら
研

修
を
受
け
入
れ
、
現
地
の
設
備
環
境
に

あ
っ
た
技
術
指
導
を
行
い
、
生
産
量
増
強

と
保
安
技
術
向
上
目
指
す
取
り
組
み
を
実

施
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
技
術
者
を
現
地

に
派
遣
し
て
レ
ベ
ル
ア
ッ
プ
を
は
か
る
技

術
提
供
も
行
っ
て
い
ま
す
。 

 

こ
れ
ら
の
研
修
に
よ
り
、
ベ
ト
ナ
ム
・

中
国
・
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
か
ら
安
定
し
た
石

炭
の
供
給
が
期
待
さ
れ
ま
す
。 

 

世
耕
弘
成
経
産

大
臣
と
経
産
委
員

会
に
所
属
す
る
畠

山
和
也
衆
議
院
議

員
、
道
内
選
出
国

会
議
員
に
要
請
し

ま
し
た
。 

 第２回定例議会に向けて、６月14

日に道政市政懇談会を行いました。 

 空港民間委託、ＪＲ北海道の路線

維持、国民健康保険の都道府県化、

公立大学、特別支援学校の増設、子

ども食堂の支援、中小事業者の仕事

づくり、マイナンバーの問題など、

様々な課題で意見交換しました。  
 第２回定例道議会が6月20日に開会

し、道議団4人そろって街頭から訴え

ました。真下議員はJR北海道の鉄路

存続、地域間格差の解消、国保の道

への移管問題など、重要課題を一つ

一つ議論し、道民のみなさんととも

に解決策を見だすために力を尽くし

ますと強調しました。 

 

真
下
議
員
は
、
東
日
本
大
震
災
・
福
島

第
一
原
発
事
故
直
後
、
道
は
、
省
エ
ネ
・

新
エ
ネ
関
連
施
策
の
展
開
方
針
で
、
「
エ

ネ
ル
ギ
ー
問
題
へ
の
国
民
の
関
心
が
高
く

な
り
、
原
子
力
や
化
石
燃
料
に
依
存
す
る

エ
ネ
ル
ギ
ー
構
造
を
め
ぐ
る
議
論
が
高
ま

る
一
方
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
多
消
費
構
造
へ
の

反
省
と
省
エ
ネ
に
関
す

る
意
識
が
こ
れ
ま
で
以

上
に
高
ま
っ
た
」
と
記

し
て
い
ま
し
た
。
し
か

し
、
５
年
を
経
て
、
省

エ
ネ
の
と
り
く
み
は
、

産
業
・
業
務
部
門
で
減

少
す
る
一
方
、
家
庭
部

門
・
運
輸
部
門
で
は
増

加
傾
向
に
あ
り
ま
す
。 

 

真
下
議
員
は
、
一
服

感
を
克
服
し
て
一
段
高

い
目
標
の
と
り
く
み
を
求
め
ま
し
た
。 

 

ま
た
、
福
島
県
、
新
潟
県
の
視
察
を
ふ

ま
え
、
全
国
で
特
別
秀
で
て
い
る
北
海
道

の
自
然
由
来
の
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の

ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
を
活
か
し
て
、
地
産
地
消

を
実
感
で
き
る
施
策
展
開
の
推
進
を
求
め

ま
し
た
。 

 

道
は
、
今
年
度
、
省
エ
ネ
関
連
の
技

術
・
製
品
開
発
に
と
り
く
む
事
業
者
へ
の

支
援
を
強
化
す
る
と
と
も
に
、
節
電
や
エ

コ
ド
ラ
イ
ブ
の
普
及
啓
発
、
省
エ
ネ
技
術

導
入
可
能
性
調
査
へ
の
支
援
を
行
う
な
ど

の
方
針
を
示
し
ま
し
た
。 

 

阿
部
啓
二
経
済
部
長
は
、
新
エ
ネ
導
入

加
速
化
基
金
を
最
大
限
活
用
し
、
５
年
を

集
中
期
間
と
し
て
、
中
小
水
力
導
入
の
促

進
、
バ
イ
オ
マ
ス
の
複
合
的
利
用
、
熱
と

電
気
の
地
域
単
位
で
の
マ
ネ
ー
ジ
メ
ン
ト

の
導
入
な
ど
、
地
産
地
消
を
加
速
し
、
経

済
の
活
性
化
に
つ
な
げ
て
い
く
と
答
え
ま

し
た
。 

 

道
経
済
部
は
、
①
徹
底
し
た
省
エ
ネ
と
地
産
地
消
の
普
及
、
②
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
地
産

地
消
、
③
エ
ネ
ル
ギ
ー
関
連
の
実
証
・
開
発
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
生
産
拠
点
の
集
積
、
④

新
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
可
能
性
を
最
大
限
に
発
揮
す
る
た
め
の
基
盤
整
備
を
柱
に
２
０
１
６

年
度
の
と
り
く
み
を
特
別
委
員
会
に
報
告
し
ま
し
た
。 


